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1は じ め に
戦後の経済混乱に よってひきおこされた,と くに敗戦諸国における異常なま
でもの物価高騰を別にしても,世界各国の物価は これ まで一貫 して上昇傾 向を
た どって きてい る。1960年代前半¥yけ る相対的物価 安定 期を経た後,60年代
後半か ら今 日にいたるまで,再 び世界各国の物価 はその騰勢を増 し て き て い
る。 と くに1973年末),rlt_突発 した オ イル ・シ ョ ックは石 油 を 持 た ざ る国 々に 重 大
な影響 を もた らし,各 国の物価 を さらに押 し上 げ る原因 とな った。ち:なみ に,
主要各国におけ る消費者物価指数の動向をみ ると表1の ようである。
表1に おいて明 らか な よ うな物価 の上昇傾 向を背景 として,イ ン フレー シ ョ
ンが企業会計に及 ぼす影響を深刻 に受け とめ,そ れを考慮にいれた後の実質的
な状態 を開示 し よ うとす る研究が,今 日各 国に おいて盛 んで ある。 アメ リカの
場合,ア カ デ ミックな機 関 で あ る ア メ リカ会 計 学 会(A.A.A.)は,1951年に は
じめて ドルの購買力すなわち一般物価指数で修正した補足財務諸表を作成すべ
きである と勧告 した(2J。しか し,1957年改 訂版 では,個 別価 格変動 を認識 す る
ことの重要性を認め・取替原価 もしくは特殊価格指数 の採用を勧告 した(3)。そ
の後,X966年 の基 礎 的会 計 理 論(A.S.0.B,A.T.)では,そ れ らの並 列 的 な修 正
の可能性 も認め,修 正値選択上のク リテ リアは各 々の有用性にあると主張 され
る に い た っ て い る(41。こ れ らA.A.A.の 主 張 は,A.A.A.が ア カ デ ミ ッ ク な 機
関であるとい う理由のゆえに,直 接実務に影響を及ぼす ことはな か っ た。 他
方,ア メ リカ公 認 会 計 士 協 会(A.1.C.P.A.)は,1963年に会 計 調 査 競 究 叢 書 第
82 明 大 商 学 論 叢 (504)
表1 ω 主 要 各 国 の 消 費 者 物 価 指 数 基準:1963=100
19531961196219631964196519661967196819691970
イ ギ ・リ ス 7594981001031081]?1董5121127 135
アル ゼ ン チ ン 96381100玉22157207268311335 380
オ ー ス トラ リア 81100100100102106110.113116120 124
オ ー.ス ト リ ア 一9397100玉04109111116119123 128
べ ル ギ 一 879798100104Losl13116119124 129
ブ ラ ジ ノレ 63858100187302443574714879 1047
カ ナ ダ 879798100102104108112117122 126
チ リ 一 56169100146188231273346452 598
デ ソ マ ー ク 一8895100104110718垂2713714] 151
西 ド イ ツ
昏809497100102106110董11113116 ・121
フ ラ ソ ス &E9095BoafnslO6109112117129 131
イ タ リ 一 758993100106111113117119122 128
日 本 738793100104117116121127134 144
オ ラ ソ ダ
監艦、9496100106111117121126135 141
ノ ル ウ ェ ー 9398100.10611C・ll4119123127 140
ぺ ノレ 一 618894100110129141155185'196 206
ス ウ ヱ ー デ ソ 73938710010310911612012312& 135
ア メ リ カ 879899100101103106109114120 127
ウ ル ガ イ 18.758310014222338773216491999 2321
6号 (A.RS.No.6)15を発 表 し5一 般 物 価 指 数 す な わ ちU.S.イ ソ プ リシ ッ
ト ・ プ ライス ● デフレーターで修正 した補足財務諸表を公表すべ きであると勧
告 した。そ の後, 1969年にA.1.C.P.A.の 会 計 原 則 審 議 会 は,「 ス テ イ、トメ
ソ ト」 第3号is を発表し,物価水準変動修正後の財務諸表を歴史的 ドル財務諸
表 に対す る補足 として表示す るよう勧告 した。 この 「ステイ トメソ ト」はその
前文で, 「かかる情報の提供は,強 制的な ものではない」17}と述べてはいるも
の の, A.1.C.P.A.の会計原則審議会の性格か ら して かな りの権威を もつ
も の とお もわれ る。 しか し な が ら,「A.P.B.No.3の 発 表 は ア メ リ カ の 一・
競 に認め られた実務になん らの衝撃 も与えてきてはいない。1971年のA.1.C.
P.A:の調査に よると,調 査 した500社の うち,財 務諸表 において物価水準 で
修正 した情報を提示 してい る会社 は1社 もない♪ とい うのが 実状 で あって,
1
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まだ,物 価水準に よる修正はアメ リカの実務 においては承認を受 けたものでは
ない と言 え る。
イギ リスの場合,つ い最近 まで原価主義会計に強 く固執 していた ものの,や
は り近年 ρ イン フ レーシ ョンを背景 として・1973年1月17日付 でイ ング ラン ド
・ウェールズ勅許会計士協会は公開草案第8号 「貨幣購買力変動 の た あ 《)会
計」(Eb8)(9}を公 表 し,1973年乞月31日までの期限 で 関係 者か らの意見 を求
めた。 この草案 は,そ の後1974年6.月に同協 会か ら 「標準的会計実務に関す る
仮 報 告 書 第7号 」(Pr・visi・nalStatement・fStandardAccountingP・actice)。0と
して公表 きれるにいたってい る。 この仮報告書は1970年には じまったイギ リス
のいわゆ る新会計基準制定の一環 として発表 されたものである。 この仮報告書
の 内 容 は,A.1.C.P。A.の 立 場 と 同 様 に,現 在 購 買 力 方 法(CurrentPurc一
hasingpowerorC.p.p.meIh。d)とよ ば れ る も の で あ り, この資料を関係者に
補足情報 として提示すべ きであるとい うものである。
先進国アメ リカな らびにイギ リスにおける最近のインフレーシ ョン下におけ
る会計 の扱 いは概略 この ようであ るが,前 掲 の表1に おいて明 らかなように,
主要各 国 のなか におい て ア メ リカや イギ リス のイン フ レーシ ョン とは比較 しえ一
ないほどの著 しいインフレーションにみまわれている国が見受 け られる。それ
は,い ず れ も開 発途 上 国 と りわ け アル ゼ ンチ ン,ブ ラジル,チ リー, ペ ノレ ー,
ウル ガ イ とい う南 アメ リカの諸 国 であ る。1960年前半 の ブ ラジル では,イ ソ フ
レーシ ョソが1ヵ 月 に12%に も達 していた し,今 日きわ めて安 定 して きてい る
とはいって もか な りの上昇 を続けている。 これ ら諸国の通貨1単 位 と U.S.ド
ルを比較 してみ る と表2【"}のよ うであ る。
表2・ 外国通貨 薯単位とUSド ルとの比較











.表1お よび表2か ら,'こ浜 ら南 ア メ リカ諸 国に おけ る イソ フ レーシ ョ.ソの激
しさが らかがい しれる。 これ らの諸 国が会計上 イソラレーシ ョソに どの ように
対処 してい るかをみ ることは きわめて興味ああるところである・
1973年3月に,イ ングラン ド・ウェ ・ールズ勅許会計士協会の調査研究委員会
は,18力国におけ るイン フレーシ ョンと会計 の問題 を調査 し,「 海外各国の公
表 財 務 諸 表 に お け る`イン フ レ ー シ ョ ン の 取 り扱 い(Thetreatmentofin脈ion
inthepublishedacc・unts・fc・mpanicsinGverseascountr茎es)」 と 題 す る 報 告
書を発表 した。働
本稿 では,こ の報告書 え沿 って,と くに,南 アメ リカ諸国の会社財務諸表に
・
おけ るイ ンフ レーシ ョンの取 り扱 い を,資 産 再評価 あ るい は イ ソ ア レージ ョン
会計を中心に検討するつ もウである。
ωR.W.S。ap。n,,Th。t,eatm・ ・t・f.M・ti・ ・i・thep・bll・h・dacc・ ・ht・ ・f
。。mp。 。i。。in・v・ ・seasc・unt・ies,A・ep・ ・tprep・ ・edf・ ・th・Resea・chC。 一
mmitteeoftheinstituteofCharteredAccountants117EnglandandWales'
1973.p.20.
(2)Cf.A.A.A.,P,i・eL・v・1Ch・ ・gesa・dFi・anci・ISt・t・m・ ・t・5卿 伽 ・8'・'鍔
StatementN。.2,195].巾島 省 吾 訳 編 「増 訂A.A.A,会 言源 則 」 中 央 経 済 社 ・
(3)Cf.A.A.A…,・ …"・9副 鋤 ・・勧 £S'・1・伽d・f・ ・C・ ・ρ・・漉r',・ ・,脚 ∬
.S,"∫。"2召,～'s.19留Revisi・n.亀中 島 賓 吾 訳 編 前 掲 書 ・
(4)Cf.A.A.A.,五S'。'。 。1副 げB・ ・ゴー ・・・…'∫・'g翫 ・・夕・1966・飯 野 利 夫 訳 「ア メ
リカ会 計学会 基礎的会計理論」 国元書房。
㈲Cf.A.1.C.P.A,,R・p・ ・ti・gt島 ・Fl・anci・iEffect・ ・fP・lce・L・ve1Ch・nges・
A.R.S.No.6,童963.片野一 郎 監訳 「物価 水 準変 動財務 報 告」 同文館 。
一
⑥Cf.A.].C.P.A.,Fi・and・ISt・tens・nt・R・ ・t・t・df・ ・Gene・alP・ice-Level














なお,こ の 仮報 告書第7号(P.S.No.7)に つい ては チ ェ ンバ ー スが 次 にお い て きび しく批
判 してい る。








2南 ア メ リカ諸 国 に お ける イ ンフ レー シ ョンと
会 計実 践 一
.
(1)アル ゼンチ ン
'前節 の表1か らも明 らかな よ うに,ア ル ゼ ンチ ンで は,X953年か ら63年まで
の10年間に消費者物価は約11倍,63年 か ら70年までの7年 間 に約4倍,さ ら
に,70年 か ら74年 ま で に4.3倍 に 高 騰 〔1}し,きわ め て 異 常 な イ ソ フV一 シ ョ ソ.
に み ま わ れ て い る 。 ら
この よ うな激 しい イ ン フ レーシ ョンに対処 しよ うと,ア ルゼ ン チ ン で は,
・
1960年に長期有形資産 の再評価が実施 された。 これは,固 定資産 の未償却残高
に公表された係数を乗ずるものであ り,再評価後は,そ の再評価額が損益計算
の基礎 となった。その後,1967年に も同 じような再評価が実施 きれてい る。 し
かし,こ れ らの再評価は任意 のものであった。
1972年には,強 制的 な再評価法が成立.し,一定規模以上の会社は,固 定資産
「
の再:評価をまぬがれ ることができな くなった。 この再評価には,係 数 として公
式の卸売物価指数が使用されている。
アルゼンチンでは,こ の よ うに時 々に,1972年以降は毎年,固 定資産 の再評
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価を実施す ることによって,'インフレーションが会計に及 ぼす影響を考慮 しよ
うと努めてきているのである。 しか し,他 方 において,こ の よ うな資産再評価
とい う手段 ではな しに,い わゆるインフレーシ ョン会計 を制度化 しようとす る
動 きが進め られている。
ブエノスアイレス証券取引所は,貨幣の購買力低下の意味を検討するための
委 員会を設け,「 インフレーション時 におけ る貨幣購買力変動を反映す るため
の財務諸表の修正」【2}と題す る報告書を発表 している。 この報告書は1965年11
月にアルゼンチンのマルデル プラタで開催 された第7回 インター ・アメ リカ会
計会議 におけ る勧告 「貨幣購買力変動」の発表に刺激 されて,ブエノスアイ レス
証券取 引所が発 表 し五 もの であ る。 この報告 書 は,「Berg,Mueller,Walker
の 編 集 に よ る 「Readings㍑International乃660%%'勿g」(1969)のな かY'
Dr.WilllamLeslieChapmanセこよ る英 訳 文 が 所 収 さ れ て い る 。 以 下,ブ エ ノ
隔
スアイレス証券取 引所紀よる 「インフレーション時における貨幣購買力変動を
反映す るための財務諸表 の修正」についての報告書 の大略を示 してみ よ う。
本報告書は,ま ず,'ブエノスアイレス証券取 引所が この種の報告書をまとめ
ようとした直接的契機 として,1965年にアルゼ ンチ ンで開かれた第7回 インタ
5一
一 ・ナメ リカ会計会議 の席上でなされた 「貨幣の購買力変動」に関す る勧告一
一すなおち,著 しい貨幣購買力の変動がお こった ときは,そ の影響を財務諸表
に表示すべ きであ り,そ の際の基本条件 は,同 一の購買力をもった貨幣に修正
す る こ とであ る。各 国 は1次 回の第8回 インタ ー ・.アメ リカ会計 会議 までに,
この勧告の適用の可否を検討 して欲 しい;と い うもの一 に答 えよ うとした も
の であ る こ とを 明記 してい 為〔3}。
ブxノ スアイ レス証券取引所は,こ の問題 を検討するために,1965年12月
に,会計学者,公 認会計士,政 府関係者等で構成された委員会を設け,委 員会
の検 討事項を,ア ルゼソチ:ソで現実におこっているよ うな貨幣購買力の低下 と
い う問題に限 ることを確認 している。す なわち,伝 統的会計 は,貨 幣 価値の安
定を前提 としてきてお り,貨幣 の購買力変動を無視 してきている。その結果資
産 と負債,収 益 と費用は原初原価 で記録 され,表 示 されて,イ ンフレーシ ョン
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の影響 はまった く考慮に入れ られ てこなか った。いち じるしいインフ レーシ ョ
ン時においては,本 来一定不変 でなければ果たす ことので きない公分母 として
の貨幣の機能はそこなわれて しまうことになる。いわゆる歴史的原価主義会計
のもとでは,資産,負 債 収益,費 用がすべて異なった購・買力を もつ貨幣 で表示
され ることになるか ら,営 業活動か ら生ず る純損益は異質の数値になって しま
い,会 計情報 を歪 曲 し∫ さ らに,い わゆる架空利益部分が税務 当局,株 主,役
員に処分 されて しま う結果,企 業の財政状態に重大なダメージを与え ることに
なってしまうのである。要す るに,こ の ような歴史的原価主義会計を排 して,
貨幣購買力変動を考慮する会計に移行すべきであるとする経済 ・財務環境は,
第1に イ ンフ レーシ ョンに よっ てひ きお こきれ る企業 資本 の浸 食 ・第2に ・ 財
務情報の歪曲化 したがって財務諸表の期間比較や企業間比較が困難になって し,
ま うこと,第3に,貨 幣購買 力低下を考慮 して財務諸表が修正 され ると,他 の
関係者 も,ベ タ ・ーな基礎 に も と つ く意思決定が で きる ように な るこ とであ
るω。
本報告書は,い わゆる歴史的原価主義会計によってもた らされる諸欠陥をこ
のように指摘 した後,財 務諸表修正のための基本原則 を次の よ う に示 して い
る。すなわち,修 正の基本的な 目的は財務諸表におけるすべての項 目を同一 の
購買力をもつ貨幣条件で表示す ることである。貨幣は,財 務諸表の諸項 目の価
額を表示するために会計上用い られている公分母であるが,イ ンフ レーシ ョン
は貨幣 のこの機能を傷つけて しまっている。 しか し,貨 幣価値変動 を考慮す る
ような修正をおこなえば,統 一 された分母 とい う理想 に近づ くことが可能 であ
る。 しか しなが ら,さ らに適切 な方法 として時に提案 されているよ うな取替原
価あるいはその他 の市場価値を一般的評価原則 として認 めることはできない。
本報告書は,伝 統的歴 史的原価 主義を尊重 しているのであ るが,イ ソフレーシ
ョン時には貨幣購買力の低下分だけこの歴史的原価を修正するのである。こう
すれば,すべて同一の購買力をもつ貨幣で表わされた収益 と費用の差額 として
利益の計算がお こなわれ ることにな る(5)。要す るに,本 報告書 の目指す とごろ
は,イ ンフレーシ ョンに よって歪あ られた公分母 としての貨幣 の機能を,購 買
???????
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案を発表 して～・る.そ の後,1972年9月に同協 会 セま・1972年7月1日 以 降 に始
まる会計期間において,こ の公開草案の内容を実施し・2年 間だけは修正後の
財務諸表を歴史的原価主義によって作成した財務諸表に付属する補足情報 とレ
て公表 し,1974年7月以降は,修 正 された財務諸表だけを報告すれば よい と勧
告す るにいたってい る。 この提案 が完全に発効するには,ア ルゼ ンチン会計士
連 盟(Th。A,g。n・ineF,dcrati・n・fA・c・u・tant・)セこ よ っ て 承 認 さ れ な け れ ば な
らず,そ の 決 定 が 待 た れ て い るEs'.。
このように,ア ルゼ ンチ ンでは,資 産再評価 の実施 とい うような臨時措 置で
はな く,い わゆるインフレーシ ョン会計を制度化 しようとす る機運がたかまっ
て きて お り,き わ あて興味 のひかれ る ところで あ る。
(1)Cf.加 、脚"。 。・'F'・ …'・'5'〃"・ff・ ・.・ ・1.2i3・・.6,June1.975,pp・ 駒 一51.
(2)Cf.Buen。・A+・e・St・ ・kE・ch・ng…Adj・ ・tm・・t・fFinan・i・1Statements冒
t。R。 口。。tV。,iati。n,i。th・P・ ・ch・ ・i・gP・w…fM・neyi・P・ ・i。d・ ・fl・fl









② ブ ラ ジ ル
南米のブラジルは,ヵ1ってきわめて異常な悪性インフ レーシ ョンを経験 レて
きた。1950年当時 の ブ ラジル は まった くの農 業 国 で あ り・ 当時 の イ ソフ レーシ
ョンも年率15%程度で,他 の国hと 比べて異常 ともいえるほどではなかった。
しか し,1956年に,ブ ラジルの超近代的首都 ブラジ リアの建設者 として記憶さ
れているクピチェックが大統領に就 任するや,在 職5年 間 の莫大な新首都 への
建設 とそれに伴な う急激な工業化促進計画の実行に よ り・ブラジルは どこまで
も加速 しつ づけ る悪貨 なイ ソ フ レーシ 。ソセこみ まわれ て しまった.こ の破滅 的
インフレ_シ ョソを背景 に,1964年4月に は,軍 部 に よる革 命 が実行 され た・
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当時 の イソ フV一 シ ョソ率 は,1964年1月('3,月の間 に年間 換算 で実 に140%
に も達 していたが,革 命 の後,1964年の年 間 では90.8%に,65年には45%,66
年 に は41%へ と徐hに 引 き下 げ られ て い っ た 。 マ ソ(EverettJ.Mann)の説 明
9
に よれば,リ=オデジ ャネイ ロの公益事業である水道事業 では,料 金が固定 され
℃ いたために,徴 収す る料金 よ りも水道 の請求書を送 る方が高 くついた とい う
ような馬鹿げた ところまで達 して しまい,小 口使用者の40%は只で水道 を使 っ
て い た とさえ述 べて い るω。
今 日では,イ ン フ レーシ ョン も年 率20%を下 まわ るまでに安定 し,GNPで
10%の実質成長を もた らす まで,財政お よび経済 の分野で成功 をお さめてい る。
ブラジルがここまで経済成長 と政治的安定を達成した要因のひとつは政府がイ
ンフレーシ ョンの鎮静 に成功 した ことであ り,と りおけ税制や会計上の革新 に
あ っ'たといわれ る。会 計 にお け る革 新 の大 きな柱 は,価 値修正(correcaomr
し
netaria,mOne傭ycorrection)会言fの 導 入 で あ っ た ・
ブラジルにおいて,一 般物価水準変動に対す る修正がはじめて認め られたの
は195年であった。 この時は,単 に固定資産勘定を書 き換}る だ け であった
が,次 の1958年の法令 では,減 価償却費勘定の修正 も認め られた。 しか し,再
評翻 余金に対 しては10%の再評価税が課せ られたので・再評価を実施 した会
社は,それでもなお再評価を実施 した方が有利に な る よ うな会社だけであっ
た 。s
本的 な鞠 は,軍 部 に よる革命 のす ぐ後1964年7月の法令 に よる固麟 産
と減価償却費の強制的再評価であった。その後,再 評価は毎年実施 され て い
る。64年の再評価に際 しては,再 評価剰余金について5%の 再評価税が課 され
たが,66年になると,政 府 の物価統制計画に従った会社については税率が2%
峰 減 され,67年にこの税醗 止さ摘 セこいたった・今 日では個 定資産 と減
価償却費勘定の貨幣的修正はブラジルにおけるr般),rTL認め られた会計原則であ
る と考 え られ て い る②。
1964年には じまる資産再評価 ではs毎 年政府か ら発表 されるクルゼ イpの 購
買力低下を反映する公式ρ指数にもとづいて再評価が実施された。たとえば,
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1953年L.y取得 した資産 に つい て は,196E年末 に は57.59%が乗 じ られ上方 に修
正された。減価償却費はこの親 しい資産価額を基準に計算 され,増 額部分の償
却費 も税 法 上,控 除可 能 とな った。 また,1967年2.月13日に は,ク ル ゼ イ ロの
1,000分の1の デノ ミネーシ ョンが実施 され,計 算の迅速化,間 違 いの減少 な
ど貴重な副作用 を もた らしだ3}。
今 日,ブ ラジルの法令は,す べての商工業の会社が会計年度末か ら4ヵ月以
内に固定資産を再評価するよう求めている。再評価係数は毎年発表きれるので
あるが,こ れは,係 数発表時の1年 前に起 った国内のインフレーシ ョン率を反
映するように作 られるので 新 しく取得 した資産については2年 皮 目か ら再蔀
価が実施 され ることにな る。 しか し,従 来か ら,減 価償却費 の計算 に つ い て
は, 当該年度の指数が使われている。た とえぽ,簡 単な例を使ってみると以下
の ようであ る。耐用年数10年の機械Aを100万 クルせ イ ロで取 得 し,定 額法 で
償却 し,残 存価額0と 仮定 す る。 また,指 数の動 きを次の ように仮定 する〔4}。
1年 度i・i21314151617181gi1・
匪 数iL・ ・11・4・i1・8・z。・la・・3.4・3.8・14.2・[45・1臥 ・・
年 度1鞭 減 価 償 却 費1灘 脚 引当金累計額
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すなわち,取 得価額1,・o;…クルゼイ・の資産の減価償却引当金累計額は10
轍a11α … クルゼ イ ・と,お よそ3倍 強 にな って い る・ しか し・肪 鴫
10年後 の減価償却 引 当金累計 額控 除前 の 資産 再評価額 は5000,0UU(1,00匙周QO
×5。%)クルゼ イ ・であ り,未 償却 の部分1,890,…〃 レゼ イ ・が帳簿 に残 っ
て しま う結果 になっていた。
o
最近の法改正鳴 この点は次のように改正された㈲・ すなわち・た とえば・
資産の取得原価の6・%がすで噸 却済である場合に幡 再評価 され磧 産価額
も, す くな くともその60%が償却 されていなければな らない と改正された。
簡
単 な例に よって説 明す ると次 の ようで ある。 耐 用年数5年 の資産 を1,000,000
クルゼイロで取得 し,定 額法で償却 し,残 存価額を0と 仮定する。指数の動 き'










514・o,・ …116Q,…t2,・ ・α ・C・
この計算に よれば,耐 用年数の終了した5年 度末の減価償却引当金異類は,
資 産 の 取 得 原 価 に5年 度 末 の 指 数:を乗 じ た 金 額(1,000,000×2.00==2,000,000)
にち ようど等 しくな り,耐用年数終了時になおかつ未償却残高が残 るとい う
こ
.とはな くなるわけである.最 近 の法改正セこよって認め られたいわゆ る過報 償
却不足 修正 額 は次 の よ うに計算 され る。 た と}ぽ,2年 度末 の指数 は1、40であ
㍗
る か ら,資 産 の 再 評 価 は1,000,000×1.40=1,400,000とな る 。 年 間 減 価 償 却 費
!
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は,5年 間 定癩 却 であ るか ら,1,4・,…X5=28・,… であ る・他方 ・2年
度末には潰 産辮 価額の著が鯛 済になっていなければならな くなった励
であるから,1,4・o,…X5=56・r…が減縮 却引当鐸 計額 となる・ ・年度
と2年 度 の減価 償却 費 の合 計 は520,000であ るか ら・ 差 引 き40・000は・2年
度の計算においては,初 年度における償却不足修正額 として計算 され る。 この
過年度修正分 も,所得税計算上,控 除項 目として認め られている。貸方勘定は・
いわゆ る再評価剰余金 であ り,資本金への組み入れ時には・結局は株主に・株
式配当の形で無償交付 される。
固定資産の再評価および減価償却費の計算はおおよそ以上のようであるが,
その他の項 目については どうであろ うか。 ブラジルでは,運 転資本購買力維持
引 当 金(Provisionformaintenanceo!thepurchaisingPowerofworkingcapital)
を設定する ことが認め られてい る。すなわち,価 値修正一 額面金額をインフ
レーシ ョンに応 じて書 き替 えること一 をす ることが認め られている債権,債
務以外の流動資産 と流動負債の差額を運転資本 と呼び,期首の運転資本に当該
年度のインフレーシ ョンを測 る公式の指数を掛けたものが,こ の運転資本購買
力維持引当金である。 この引当金は,株 式配当の形で実施 される増資(資本金へ'
の組み入れ)に 際 してのみ取 り崩 される ことにな る。運転資本購買力維持引当金
は,条 件付 で,課 税可能利益か ら控除 され る。た とえば,企 業は,2年 間の期
限で,購 買力修正 と同額の国債を買わなければな らない。 しか し・ この引当金
の設定は,課 税可 能利益 の20%に上 限 がお さえ られ てお り,・イソフv一 シ ョソ
調整用の国債 を購入す う条件が付いていることな どか ら,企 業家か らは余 り勧
迎 され て い な い と い う こ と で あ る{6〕。
最 後 に,先 に も指 摘 し た 通 り,ブ ラ ジ ル は,価 値 修 正(m。notaryc・rrecti・n)
一 債権,債 務 の額面価額を書 き替 えること一一が認め られてい る国 として著
名である。最:もよ く知 られ てい るのは,ORTNと よばれ る国債 で あ る。 これ
は,再 評価可能 国債 の毒味であ り,そ の額面金額 は・ インフレーシ ョンに応 じ
て毎 月変更 され ている。 もちろん,さ らに4～6%の 利子が付け られている。
ブラジル各州 にも同 じよ うな条項 の付け られた公債が数多 くあるし・政府 の住




在 している。他方,金 融機関か らの借入金は,利 子 とは別にか利子の「部 とし
てか,億 とん ど全 ての場合,価 値傍耳がお こなわれ る。そ の他数多 くの債権
債務 につ恥 ての価値修正(額 面額修正)が 実行 されているω。
以上,述 べて きた ように,ブ ラジル では,固 定資産については毎年再評価が
実施 され,し たがって減価償却費の修正がお こなわれている し,運 転資本 につ
いては,購 買力維持引当金の設定が認められ,他 方で,債権,債 務の価値修正
が 実 行 さ れ て い る 。・これ は,イ ン フ レ ー シ ョ ン の 現 実 を 認 め,そ の 上 に た っ て
i
イソフ レーシ'ヨソの もた らす歪 みを排除 しようとす る方策 にほか ならないとい
'













日経 ビジネス編集部編 「資産再評薗のすべ て」 日本経済新聞社 昭和49年80-93ペー ジ参照。
(7)Cf.MartinA】tmann,ψ.`".,pp.752一 一753.
(3)チ リ...,..
南 アメ リカの国々に共通 して言 えること℃あるが,チ リーもこれ までに異常
なまで ものインフレーシ ョンを経験 してきている。表1kお いて明 らかなよう
'
),rlt...,1963年か ら70年 ま で に チ リ ー の 消 費 者 物 価 は お よ そ6倍 に 高 騰 し て い る 。
さらに驚 くべ ぎことに,1970年か ら74年までに,消 費者物価指数ば,70年を
100として,5812%,58倍に もな ってい る し,ま た同期 間 中に,卸 売物 価 は,
臓
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実に137倍に も達 しω,異 常 な イン フレーシ ョンにみ まわ れ てい る南 アメ リカ
諸国のなかにあっても,そ の上昇率はきわめて異常である。
この よ うな 信 じが た い イ ン プ レ ・ーシ ョ ソ の 下 に あ っ て,チ リ ー で は,商,
工,農,鉱 業の会社は,そ の固定資産を毎年,再 評価ナ ることが法で強制され
ている。1963年まで,資 産再評価 は会社の任意で実施 されていたが,玉964年2
月付の法令で,固 定資産 の再評価が強制された。 この再評価 は,国 内におけ る
インフレーシ ョンを考慮 に入れるためにお こなわれ るもので,消 費者物価指数
を基礎に している。 他方 で,各 会社の投下資本(株主持分)も,消 費者物価指
数を使って毎年度末に再評価される。投下資本の再評価によって生ずる増額分
は,貸方において 「投下資本再評価剰余金」勘定 に計上 され る。借方 では,固
定資産再評価を通 じて,固 定資産が増額 され るが,こ の増額部分 よ りなお投下
資本再評価剰余金の方が多い場合には,当該期間の利益が減額 される。ただし
利益か ら控除 され うるのは,所 得税法上,課 税可能利益の2G%以内に限 られて
いる。 この投下資本再評価剰余金は,資 本金への組み入れに際 し,無 償の株式
配当ρかたちで取 り崩される。減価償却費の計算は,再評価された資産価額を
基礎におこなわれ,こ の ことは税法上 も認め られている。
,
棚卸資産 の再評価については別になんの規定 もないが,部 分的であれば,利
益に対する控除分に含め られるようである。棚卸資産の再評価が税法上認めら
れた こともあ り,1968年の場合 には,10%の 再評 価税 が課 せ られた。
毎年の再評価は財務諸表の注解に明記されなけれ ば な らず,監査報告書で
は,そ の注解 に言及 し,再 評価は一般 に認め られた会計実務 であると記述する
のが普通で ある。
チ リーの会計人 は,急 激な価格変動 とい う環境 のなかにおいて年度財務諸表
を作成す る問題 に熟 知 して お り,1972年11,月に ウル ガイで開催 された イソ'ア=
'アメ リカ会計会議 において到達 した合意にもとづいて,補 足財務諸表 とい う
形で価格水準会計を採用することを原則的に受け入れてきている。近い将来に
そのような年度報告の方法を導入 しよ う と し て,現 在その準備が進行中であ
る。導入 された場合には,お そ らく,公 式の消費者物価指数 の変動にもとつい
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て,完 全 な修 正 が お こなわ れ る こ とに な るであ ろ う12)0
'この ように,チ リーでは,固 定資産の毎年の再評価 が強制 されているのであ
.り,再評価はす でに一般 に認 められた会計実務 になっている。近い将来,完 全
なかたちの価格水準会計すなわちインフ レーシ ョン会計が導入 され ようとして
い るが,チ リーほ どの異 常 な イ ンフ レー シ ョンを経 験 してい る国に おい ては,






異常なインフ レーシ ョンを経験 して きた南 アメ リカ諸 国の うちにあって,ペ
ル ーは例外 的 に,こ れ まで余 り大 きなイ ンフ レーシ ョンにみ まわれ てい な い。
第1節 に示 した表1か ら明 らか な よ うに,1963年を100と した,ペ ル ーの 消費
者物価指数 は,1970年にLosとなってお り,先 進諸国 との比較 においてはかな
り高い動 きとなっているが,南 アメ リカ諸国のなか では とりわけ低 くなってい
る。 そ の 後,1970年 を 基 準(1}にみ て も,1974年 に146,5で あ り,む し ろ 同 期 に
おけ るわ が 国の消費者 物価 の動 き(152.7)よりも低 くなって い る。
しか し,ペ ル 」ーで も,イ ン フ レ ー シ ョン の 現 実 は認 識 され て お り,固 定 資産
の強制的再評価が実施 されている。1968年の所得税法では,固 定資産の再評価
は認め られたが,所 得税額を計算する場合に,再評価 された資産価額を基礎に
減価償却費を計算するこどは認められなかった。また,再 評価 も会社の任意で
あ っ た 。
そ の後,1971年4月1日 付 の法令jYyLよっ て固定資産 の再評価 が強制 され た。
す なわち,す くな くとも1972年4月30日までに,会 社 はその貸借対照表 におい
て,再 評価額を明 らか にする よう求め られたのであった。海外法人を も含めた
ペルー国内のすべての会社がζの法律 の対象 とされた。資産再評価に よって生
じた剰余金には10%の再評価税が課 されたが,税 法上,減 価償却費を再評価さ
れた資産価額を基礎に計算することが認められた。再評価剰余金は資本金に細
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み入れるよう求め られた。再評価係数は法令 で定め られてお り,た とえば,土
地以外の固定資産には次の係数が適用されだ2)。
1967年12.月31日以前 に取得 した 資産は55%
1968年中に取得 した資産は10%
1969年中に取得した資産は5%
今 日,ペ ルーでは,物 緬水準変動の影響 を考慮す るために,こ の ような固定
1
資産の再評価 とい う手段が用い られてお り,ア ルゼ ンチン,ブ ラジルな どで検
討されているようなインフレーシ ョン会計 の適用への動 きはないようである。
{1)Cf.1"'θ7"α 〃o"a'jFY"α,～cf{z'S'α'ゴs'ゴCS,vo1.28no.6,PP.312-313.
②Cf.R.W.Scapens,op.`'∫,,p.48。
(5)ウ ル ガ イ
南 ア メ リカの ウル ガ イで も,イ ンフ レーシ ョンの高 進は,こ れ まで きわめ て
異常である。表1に おいて明 らかな ように,1963年か ら70年までの消費者物価
指数 は,実 に23倍強 に なってい るし,1970年か ら74年までに さ らに7倍 に も達
して し ま っ て い る{1}。
この よ うな悪 性 のイ ン フレーシ ョン下 にあ る ウル ガイでは,1958年以来,今
日まで,2年 目毎に固定資産を再評価することが認め られて きてお り,会社は
再評価を実施す るのが一般的である。再評価係数は,国 内のインフレーシ ョン
を測る指数 と為替相場を勘案 して政府から公式に発表されている。ウルガイに
おいては,資 産再評価は一般的な実務 として定着 してお り,財務諸表上,固 定
資産が再評価されていない場合,監 査人は,そ れを理由に限定意見の監査報告
書を出すのが普通である。.減価償却費は,税法上,再 評価された資産価額を基
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明 されていないけれ ども,1970年10月に南米 コロンビアのボゴタで開催 された
第9回 インタ ・ー・アメ リカ会計会議 で承認 された価格水準会計 に関す る詳細 な
と りきめを強 く支持 している。すなわち,そ れは,会 社の財務諸表 に与える一
般価格水準変動の影響を表示するために,補 足諸表を利用 してゆ こうとす るも
のである。すでに,数 社 の大企業 では価格水準会計を採用 して きているし}こ
の基礎に もとづいて財務諸表を公開 して きてい るi2。
この よ うに,ウ ル ガイ では,き わ め て異常 な イ ンフ レ』・シ ョソを背景 に,2
年 目毎の資産再評価 が定着 してい るのであ り,す でに,そ れは一般に認 め られ
た会計原則 となっている.し たが って,む しろ・再評価 しなか った場合には・
限定意見の監査報告書が書かれ る'ことになるのである。 さらに,ウ ルガイの場
合 に興味あることは,ウ ル ガイの会社法では再評価が任意であるのに,税 法 で
はそれが強制 されてい る1点であ る。
{1)Cf.lnternationalFinancialStatistics,・ ・1・兇 …6・PP・404-405.
〔2)C#.R.W.Scapens,op,Cit.,pp.54-55.
3お わ り に
以上の よ うに,本 稿 では,世 界各国のなかにおいて もとくにインフレーシ ョ
ンの高進がいち じるしい南 アメ リカ諸 国す なわちアルゼ ンチン,ブ ラジル,チ
リー,ペ ル ー,そ して ウル ガ イに おけ るイ ン フ レーシ ョン と会 計 につ いて考 察
して きた 。総括 的 に言 え るこ とは,い ず れの 国 々にお い て も,イ ソ フ レー ジ ョ
く
亀
ソの現実 そしてそれの与 えてい る諸影響 を真剣 に認識 し,イ ンフレーシ ョンの
影響を排除す る諸方策を現に講 じてきてい ると,いう・ことである。 ウル ガイにお
いては2年 日毎に,他 の国々においては毎年度末に,固 定資産の再評価が実施
されているし,固定資産再評価はいずれも,一般に認められた会計原則 として
定着 して きてい る。南 アメ リカ諸軍のよ うに,せ いぜいのところ年率20'》30%
のイソフヒ・7シヨソで そ の対策に悩 んでいる先進諸国か らは信L'がたい ような
悪性 インフレーシ ョンの状況下にあっては,・これ らの方策 はむ しろ当然のこと
として受け入れ られてい るのであ る。 ζの よ 勢こ異常な千ソフ・レーiイ韓ソ下に
、
(521)南 ア メ リカ 諸 国 に お け る イ ン フ レ ー シ ョ ン と会 計99
あっては,一 般大衆は,貨 幣制度そのものに対す る不信感をいだ くことにな り
かねないのであ り,ブ ラジルでは,固 定資産再評価 とい う手段 とは別に,い わ,
ゆる価値修正(債権,債務の額面修正)を 実行 して きている。 この価値修正はこ
れ までのところブラジルにおけ るインフレーシ ョンの克服,経 済成長にきわめ
`
て大 きな貢献 を して きている。 インフレーションの現実 の認識 とその対策にお
いては,今 や,「 ブ ラジル の奇跡」,「ブ ラジルを見習 え」 とさえ叫 ばれ るω に
い た っ て い る 。
他方,南 ア メリカ諸 国におけ る会計上の イン フ レーシ ョン対策 は,一固定 資産
再評価 とそれにもとつ く減価償却費の計上が大きな柱である。例外的な場合を
除けば,貨 幣価 値項 目や棚卸資産に与えるインフレーシ ョンの影響は等閑視 さ
れてきていると言える。それゆえ,財 務諸表におけるすべての項 目をイソ・プレ
ーシ ョソに応 じて完全 な修正をおこなお うとする貨幣価値修正会計いわゆるイ
ンフレーシ ョン会計への導入に対す る要請 が強 まって きている。 この方面にお
いてきわめて強い刺激をもた らしているのはインター ・アメ リカ会計会議の諸
活動 であ る。す なわち,1965年にアルゼ ンチンのマル デル プラタで開催 された
第7回大会では,貨幣購買力変動に関する報告書が発表され,各 国は貨幣購買
力変動会計の適用の可否 を次回大会 までに検討す るよ うに求められたのであっ.
た。1970年に コロン ビアのボ ゴタで開 かれ た第9回 大 会では,す でに貨幣購 買
力変動会計に関す る細則 が承認 され,各 国はそれを強 く支持 しているし,1972
年ウルガイで開かれた第10回大会では,各 国が貨幣購買力会計を実行に移すた
めの推進策が付け加 えられたのであった。今 日,検 討 した南 アメ リカ5力 国の
うちアルゼ ンチ ン,ブ ラジル,チ リー,ウ ル ガイでは,貨 幣 購買 力修 正会計を
実践するための準備が進あ られてお り,近 い将来,制 度化 され るようである。
ペル ーでは,'イン フレーシ ョンが他 の国 と比 べれ ば きわめ て安定 して いる こ と
もあって,固 定資産の強制的再評価以外の方策は準備 されてはいない。
この よ うに,南 ア メ シカ各国 におけ るイ ンフ レーシ ョン と会計 の問題 は,.固
定資産再評価方法であれ,貨 幣購買力修正会計であれ,主眼 とされ て い る の
は,公 分母 としての貨幣 の機能を回復す るとい う点にある。 したがって,修 正
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において利用 され る指数は,貨 幣 の購買力変動を測定するような指数すなわち
消費者物価指数や生計費指数などのような一般物価指数である。いわゆる時価
あ るい は個 別価格 指数 の利 用は,そ の理 由で,基 本 的に拒否 され てし}るa「一・
般指数対特殊指数」の問題[2)は,貨幣 の立:場と実物の立場 とい うように根本的
に対立 して きてい る問題 であるが,こ こでは深 く立 ち入 らない ことにす る。 む
しろ,年 率数十%に 達す るイ ンフ レーシ ョン,さ らに1970年か ら74年まで の4
年間に消費者物価が58倍に達 したチ リー7倍 のウルガイ,4倍 強のアルゼン
チ ンのような現実に直 面 してみると,貨幣購買力修正のような一律的 な修正方
法が実践的理由か や強 く支持 されて くることは容易に うなずけ るこ と で あ ろ
う 。
他方,ひ るがえって,わ が 国の場合,あ るいは他 の先進諸国 の よ うに・恒 常
的 イン フレーシ ョンが高進 してい る とはいって も,南 ア メ リカ諸 国の場合 とは
、
比較にな らない程 の状況を考 えた とき,南 アメ リカ諸国の ような修正方法が妥
当と考えるべ きではない とおもわれる。現 に,オ ランダでは取替価値会計が広
く実践 され て きてい るし〔3},その妥 当性 お よび適用可能性 に こそ学ぶべ きもの
が大 で ある と考 えてい る。す なわ ち,最 後 のま とめ として,LRevsine&J.
J.Weygandtの次 の文言 をあげてお きたい。「個 別企業 の財務諸表 を修正 す る
ために 一般価格水準指数を 利用す る と間違った影響を生 じさせる こ と に な
る(4)。」また,「 イ ン フ レー シ ョン修 正 メ カ ニズ ム として,も っ ぱ ら 一 般 物 価 指
数に.頼ると個別企業で経験するような特殊購買力変動ににっかわない修正をお
こな うことになる。……特殊価格変動方法の方 がよ り信頼 され うる情報を利用
者 に提供 す る と考 え られ る{5}。」
(1}1ヨ経 ビジネス編集部編 「資産再評価のす べ て」80-93ペ ー ジ参照。
② 拙稿 「価格変動会計編における一般指数対特殊指数の問題」 明大商学論叢57巻6号 参照。
{3)拙稿 「オ ラ ンダの会 計制度 と取替価値理論」 明大商 学論叢 第56巻1-8号 参照・
{4)LawrenceRevsineandJerryJ.Weygandt,Accountingfarin且ation:the
controversy,Tルθ ノoμ7"αJoプ'Ao`o解"'8"`y・October1974・P・73・
㈲1み'4.,P.7?.
